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教師等の兼職兼業

◇ 学校の教師等が希望に応じて地域クラブ活動の指導者等として活動することができるよう、「公立学校の教師等

が地域クラブ活動に従事する場合の兼職兼業について（手引き）」（令和５年１月文部科学省）等を参照しなが

ら、兼職兼業の許可の手続の円滑化を図ることが必要。その際、認定地域クラブ活動については、国が示す

要件に基づき、市区町村等が認定した公的な性質を有する活動であり、学校運営に支障がない限り、積極的に

許可を行うことが必要。

◇ 中学校の教師だけでなく、小学校の教師（体育専科教師等）、さらには、高等学校・特別支援学校の教師、事務

職員など幅広い者が、その希望に応じて、円滑に兼職兼業を行うことができる環境を整備することが重要。

◇ 兼職兼業の許可をする際には、教師等の本人の意思を尊重し、指導を望んでいないにもかかわらず参加を強いら

れることがないよう十分に確認するとともに、勤務校等における業務への影響の有無、教師等の健康への配慮

など、学校運営に支障がないことの確認等を適切に実施。

◇ 兼職兼業を行う教師等については、教師等の身分としての服務監督を行う教育委員会等と、地域クラブ活動の

指導者の身分としての勤務管理を行う運営団体等が連携して、勤務時間等の全体管理を行うなど適切な労務管理

を実施。

◇ 教師等が地域クラブ活動の指導者等となる場合の兼職兼業に係る規程等の整備が行われていない教育委員会に

おいては、国が示す規程等のひな型を参考に、速やかに関係規程等の整備・周知を行うこと。

◇ 教師等が兼職兼業で従事を希望する地域クラブ活動の所在市区町村と、勤務校の所在市区町村が異なる場合に

おいても、その希望に応じて、円滑に兼職兼業を行うことができるよう、関係する教育委員会等において適切に

連携を行うこと。


